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序　　文

フィリピン政府は経済自立促進、経済基盤強化および産業発展と民生の向上の両立をめざし、国

家開発計画「フィリピン 2000」のなかで、西暦 2000 年までに新興工業国の仲間入りをめざしてお

り、特に計画実現の鍵となるソフトウェア産業の活性化と、国際競争力の強化に力を注いでいま

す。

その一環としてフィリピン政府は、同産業の振興に資するため、国立コンピューターセンター

の傘下に「ソフトウェア開発研修所」を設置することを計画し、1993 年 4 月にわが国にプロジェク

ト方式技術協力を要請してきました。

この要請を受けてわが国政府は、国際協力事業団（JICA）を通じて1994 年 4 月に事前調査団を派

遣し、要請の背景、計画の妥当性、協力の規模などを調査し、その後さらに協力内容の詳細を詰

めるための長期調査員の派遣を経て、同年 11 月に実施協議調査団を派遣して討議議事録（Record

of Discussions）の署名、交換を行いました。

本件プロジェクトは、同討議議事録に基づき、1995 年 1 月から 5 年にわたり技術協力を実施中で

す。

プロジェクト開始後、約 4 年半を経過し、本年 12 月に協力期間の終了を控え、JICA はプロジェ

クトの進捗を確認し、当初計画に対する協力および技術移転達成度についてフィリピン側関係者

と合同で評価を行うことを主な目的として、本年 6 月 29 日から 7 月 14 日まで終了時評価調査団を

派遣しました。

本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。

ここに本調査団の派遣に関し、ご協力いただいた日本ならびにフィリピン両国の関係各位に対

し深甚の謝意を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。

19 9 9 年 7 月

国 際 協力事業団　　

理事　大津　幸男　　
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第 1 章　終了時評価調査団派遣の概要

1 － 1　調査団派遣の経緯と目的

フィリピン政府は、ラモス政権下において、「フィリピン 2000」という開発計画を策定し、2000

年までに新興工業国（NIES）の仲間入りをめざしており、この計画実現の鍵となる戦略として「情

報化（情報の最大活用：Maximum use of Information）」を掲げている。また、これに呼応する形

で、1989 年に作成されたフィリピンの国家情報化計画（National Information Technology Plan:

NITP）も1993 年にNITP2000 として改訂された（その後、IT 業界の急速な進展に伴い、NITP2000

を見直した「21 世紀に向けた国家情報化計画（IT21）」が 1998 年 2 月に発表されている）。

NITP2000 は、①情報技術の利用促進、②情報産業の育成を通じて、フィリピン内の全セクター

の情報化を図ることをめざしているが、そのために情報処理技術（Information Technology: IT）

に携わる人材をレベルアップするための教育、トレーニングの実施を不可欠としている。

このような状況下、フィリピン政府は、1993 年 5 月、大統領府に属する国家コンピューターセ

ンター（National Computer Center: NCC）のなかに「フィリピンソフトウェア開発研修所（PSDI）」

を設立し、高度な IT を必要とする情報処理技術者を対象に、研修コースを開設することによって

フィリピン情報処理技術者のレベルアップを図ることを目的として、わが国に対しプロジェクト

方式技術協力を要請してきた。

同要請を受けて、わが国政府は、国際協力事業団（JICA）を通じて、1994 年 4 月に事前調査団

を、続いて同年 10 月に長期調査員をそれぞれ派遣し、協力内容について、フィリピン側と協議し

た。最終的には、同年 11 月に実施協議調査団を派遣し、討議議事録（R ／ D）の署名・交換を行

い、同討議議事録に基づき、情報処理技術者を対象とした高度な情報処理教育・研修プログラム

を開発するためのインストラクターなどの人材育成を目的とした 5 年間（協力期間：1995 年 1 月

1 日～ 1999 年 12 月 31 日）にわたる技術協力を開始した。

今次調査では、1999 年 12 月 31 日の協力期間終了を控え、当初計画に照らしてプロジェクトの

活動実績、運営管理状況、カウンターパートへの技術移転状況などを「評価 5 項目」に沿い調査す

ると同時に、当初計画の達成度を判定したうえで、今後の協力方針について、フィリピン側評価

調査チーム、実施機関などと協議し、合同評価報告書、およびミニッツで確認した。

また、評価結果から即応性の高い教訓および提言などを導き出し、今後の協力の進め方または

実施方法改善に役立てるとともに、新規の類似案件形成・実施に資することとした。

調査・確認事項は、以下のとおりである。

（1）評価 5 項目

1）目標達成度
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1 － 4　主要面談者

（1）フィリピン側

1）国立コンピューターセンター（National Computer Center: NCC）

Mr. Ramon Ike Villareal Seneres Director General

Ms. Cynthia Topacio Director, National Computer Institute

Ms. Juli Ana Sudario Director, Program Coordination Directorate

Ms. Teodora Alonzo Head ,  S t ra teg ic  Al l i ances  and  Communica t ion

Group

Ms. Grace Amberong Head ,  Cu r r i cu l um  Deve l opmen t  Managemen t

Group

Mr. Isagani Osio Head, PSDI Facilitites Management Group

2）国家経済開発庁（National Economic Development Authority: NEDA）

Mr. Rolando G. Tungpalan Director, Project Monitoring Staff

Ms. Zenaida Leonardo Chief Economic Development Specialist

Ms. Aleli Lopez-Dee Division Chief, Infrastructure―Trasnportation

Coordination―Japan ODA

Mr. John Callanta Staff, Project Monitoring

3）フィリピンソフトウェア協会（Philippine Software Association: PSA）

Mr. Rizalino Gerardo Favila President

4）フィリピンコンピューター協会（Philippine Computer Society: PCS）

Ms. Dittas A. Formoso Head, MIS Department of Trade and Industry

（2）日本側

1）在フィリピン日本大使館

堺井　啓公 二等書記官

2）フィリピンソフトウェア開発研修所プロジェクト（長期派遣専門家）

壷川　秋広 チーフアドバイザー

田坂　　厚 業務調整員

中垣　　勝 カリキュラム設計開発

林　　浩典 コンピューターネットワーク

新垣　友賢 オープンシステム（データベース設計管理）

3）JICA フィリピン事務所

小野　英男 所長

黒柳　俊之 次長
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高橋　政俊 業務班長

中澤　　哉 所員

1 － 5　主要面談録

（1）NEDA 表敬

日　時：1999 年 7 月 6 日（火）　9:00 ～ 10:00

場　所：NEDA 会議室

面談者：Mr. Roland G. Tungpalan （Project Monitoring Staff 課長）、他 3 名

概　要：先方より以下のとおりコメントがあった。

NEDA は、科学技術省（Department of Science and Technology: DOST）および

NCC とともにNITP2000 の推進役を務めている。PSDI は、この計画の実現に向け

た IT 人材育成機関として重要な役割を果たしており、民間企業では提供できない

研修を実施している。

　民間セクターでの IT 人材の需要が高いために、NCC の職員の離職率が高いこと

と、政府機関内での IT 関連の整備・人材育成などの予算確保が厳しいことが課題

である。

（2）NCC 表敬

日　時：1999 年 7 月 6 日（火）　14:00 ～ 15:00

場　所：NCC 会議室

面談者：Mr. Ramon Ike Villareal Seneres（長官）、他 3 名

概　要：先方より以下のとおりコメントがあった。

フィリピンの情報化に NCC が果たす役割は重要かつ大きく、G―W I S H

（Government Wide Information Super Highway：電子政府の実現）構想で、NCC

はその事務局を務めている。また、PSDI は、上級の IT 研修コースを提供するこ

とにより、G―WISH 実現のために人材育成での貢献を行っている。

　外部機関との関係について、国会議員をNCC 視察に招待するなど、積極的に動

いている。地方レベルの IT 委員会（Regional IT Committee）をつくる動きのなか

で、PSDI に刺激を受け、同様の研修施設を設置しようとする動きもある。また、

ソフトウェアハウスを中心に IT 関連企業に PSDI のラボ教室を貸し出しており、

産業界への PR ともなっている。大学との関係においては、Mindanao State Uni-

versi ty I l igan Inst i tute  of  Technology の依頼により、PSDI の講師を派遣し、

ITCDD コースを同校の講師向けに開催する予定である。今後も、外部機関との関

係強化を図っていきたい。
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1 － 6　調査・協議項目

現 状 お よ び 問 題 点 調 査 ・ 協 議 結 果調査・協議項目

・「プロジェクトの要約」の内容を整理す

る形で「プロジェクトの要約の詳細」

を付記するとともに、指標および指標

データ入手手段について見直しを行い、

評価用 PDM（案）を作成している。

1　評価用PDM の

確定

2　評価調査の方法

・指標の妥当性、および指標

データ入手手段の入手可能

性を含め、左記案の内容を

日本側評価チームとフィリ

ピン側の間で再確認したう

えで、評価用PDM を確定し

た。

・評価調査の方法の概略は以

下のとおり。

（1）「評価用 PDM」をもとに、

「評価グリッド」を作成し、

調査項目、確認事項、および

情報源を整理した。なお、主

な情報源は以下のとおり。

a）NEDA、受講生を輩出し

た政府機関／大学等教育機

関／民間企業等、IT 業界団

体、カウンターパートに対

する質問状およびインタ

ビュー

b）専門家に対する質問状お

よびインタビュー

c）活動状況を示す諸資料お

よび関連諸統計データ

（2）「評価グリッド」に沿って

情報を入手ならびに整理・

分析したうえで、「評価 5 項

目」に沿って「終了時評価調

査票」および「合同評価報告

書」（英文：Joint Evaluation

Report）ドラフトとして評

価結果を取りまとめた。
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現 状 お よ び 問 題 点 調 査 ・ 協 議 結 果調査・協議項目

・評価用 PDM（案）のプロジェクト要約

の詳細において、本プロジェクトの目

標は、「PSDI が高度な IT 研修コース・

セミナーを運営管理する」ことである

と整理している。

・評価用 PDM（案）のプロジェクト要約

詳細において、本プロジェクトの上位

目標は「フィリピンの IT 業界が発展す

る（特に、フィリピンの IT 技術者が育

成される）」ことであると整理してい

る。

3　合同評価報告書の

作成

（1）プロジェクト目

標の達成度

（2）案件の効果

・下記の（1）～（7）について、

対処方針に従い評価調査を

実施し、評価結果を、フィリ

ピン側評価チームと協議の

うえ、合同評価報告書とし

て取りまとめた。

・プロジェクトの成果の達成

度合い、およびそれが目標

の達成にどの程度結び付い

たかを検討した。

・また、成果から目標につな

がるのを阻害／促進した要

因についても調査した。

・プロジェクトの上位目標に

対するこれまでの協力の貢

献度を評価した。

・直接的、間接的に、プロジェ

クト活動によりフィリピン

企業・社会に及ぼした影響

について調査し、評価した。
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現 状 お よ び 問 題 点 調 査・協 議 結 果調査・協議項目

1）日本側

1995 年 12 月の計画打合せ調査団派遣

時に作成した暫定実施計画（Tentative

Schedule of  Implementat ion）に従っ

て、専門家派遣、研修員受入、機材供与

を実施してきた。日本側としては、ほぼ

計画どおり投入した。

＜ 1999 年 6 月までの投入実績＞

①専門家派遣

i）長期専門家

ア）チーフアドバイザー：2 名

イ）業務調整員：1 名

ウ）IT カリキュラム設計開発：2 名

エ）コンピューターネットワー

ク：1 名

オ）オープンシステム（データ

ベース設計監理）：2 名

ii）短期専門家：3 名

（協力期間終了までに、あと3 名派

遣予定）

②研修員受入：15 名

（協力期間終了までに、あと3 名受入

予定）

③機材供与：約 3 億 3382 万 3000 円

④ローカルコスト支援：1770 万5000 円

⑤総経費：約 7 億 5000 万円

（上記経費には、プロジェクト終了

までの見込み額を含む）

2）フィリピン側

①ローカルコスト措置：約1954 万ペソ

（機材維持管理費 493 万ペソを含む）

②カウンターパート配置（延べ 66 名）

③建物施設整備（NCC 建設）：1 億7000

万ペソ

④機材調達：なし

（3）実施の効率性

　a）投入の確認 ・日本・フィリピン双方の投

入計画および実績を確認し

た。
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現 状 お よ び 問 題 点 調 査 ・ 協 議 結 果調査・協議項目

・おおむね計画どおりにプロジェクトは

進捗し、所期の目標も達成しつつあ

る。

・フィリピン政府が推進する国家情報化

計画（NITP2000、1994 年7 月発表）に

おいては、情報技術の利用促進および

情報産業の育成を通じてフィリピン国

内の全セクターの情報化を図ることを

めざしており、同状況下でプロジェク

トは開始されている。

・その後、NITP2000 は、IT のめざまし

い進歩に伴い見直しされ、国家 IT 協議

会（NITC）が「21 世紀に向けた国家情

報化計画（IT21）」を策定した（1998 年

2 月発表）。

・同計画では、情報処理技術に携わる人

材をレベルアップするための教育、ト

レーニングの実施を不可欠としてい

る。

（3）実施の効率性

  （続き）

b）実施の効率性

（4）計画の妥当性

・投入のタイミングの妥当性

について確認した。

・投入とプロジェクトの成果

との関係について確認し

た。

・プロジェクトの支援体制に

ついて確認した。

・関連機関との連携について

確認した。

・フィリピンの国家政策と本

プロジェクトの位置づけを

確認し、上位目標の妥当性

を確認した。

・上位目標との整合性、実施

機関のニーズとの整合性の

確認を通じ、現時点、さら

に協力終了後におけるプロ

ジェクト目標の妥当性を確

認した。

・上位目標、プロジェクト目

標、成果および投入の相互

関連性について、計画設定

の妥当性を確認した。

・ニーズ把握、プロジェクト

の計画立案のプロセス、相

手国実施体制、国内支援体

制などの観点から、妥当性

に欠いた要因の有無を確認

した。
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現 状 お よ び 問 題 点 調 査 ・ 協 議 結 果調査・協議項目

・1996 年 5 月から1998 年 9 月までNCC
長官が不在であったが、1998 年 9 月、
新たにセネーレス長官が、大統領令に
基づき、それまでの省の局長級から次
官級へ格上げされた形で就任した。

・1999 年3 月に来日したNCC 長官によれ
ば、国家情報化は現在のフィリピンに
とって緊急かつ重要課題であり、NCC
はフィリピンの IT 政策において、今後
とも主に官公庁に IT サービスを提供
する役割を担う政府機関である。

・現在、NCC の必要経費のほとんどは政
府予算でまかなわれており、専門家
チームからの報告によれば、今後と
も、国家情報化計画に基づきNCC がIT
人材の育成という公的活動にかかわる
以上、一定の予算は確保される見込み
であるが、具体的な予算計画はまだ提
示されていない。

・専門家チームからの報告によれば、専
門家の指導の成果は、カウンターパー
トに対する教材・マニュアルといった
形で定着が図られている。今後は、い
かに新しいニーズを取り込み、専門家
から移転された技術を活用・発展して
いくかが課題となる。

・PSDI は本プロジェクトが所期の目標
を達成したと考えており、延長申請を
行わない意向が日本人専門家経由で報
告されている。

（5）プロジェクトの
自立発展の見通し
a）組織的側面

b）財政的側面

c）技術的側面

（6）プロジェクト終
了の見通し

（7）教訓・提言

・NCC における高度なレベル
の研修事業ならびに PSDI
の位置づけを含め、NCC の
今後の組織体制・運営管理
に関する計画を確認した。

・NCC の予算・実績額、資金
源（政府からの財政支援等）
の現状、および機材維持管
理やバージョンアップに必
要な予算の措置を含めた今
後の見通しを確認した。

・NCC に移転された技術の維
持・発展のための方策を確
認した。

・上記（1）～（5）の調査結果
に従い、本プロジェクトの
協力期間内での終了見通し
を確認した。

・本調査結果を総合し、本プ
ロジェクトの実施により得
られた教訓および同地域・
同分野での今後のプロジェ
クト実施に対する提言を導
き出した。
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現 状 お よ び 問 題 点 調 査 ・ 協 議 結 果調査・協議項目

・1999 年度暫定実施計画に従って、プロ
ジェクト終了までの協力を実施する。
（1999 年 7 月以降の投入計画）
（1）長期専門家（1999 ／ 12 まで）：3 名

　　　　　（1999 ／ 8 まで）：2 名
（2）短期専門家：1 名
・セミナー講師（マルチメディア技術）

（3）カウンターパート研修：3 名
・情報処理部門管理者
・ネットワーク技術者
・情報処理技術者インストラクター

（4）機材供与：原則なし
（1998、1999 年度分として、既供与
機材のアップグレードにかかる機材
申請があったが、その後、同申請が
取り下げられた）

（5）ローカルコスト支援：222 万 4000 円

4　合同調整委員会の
開催

（1）協力期間内の協
力

・上記 3 で取りまとめた合同
評価報告書の評価結果を承
認するとともに、下記につ
いて対処方針に従い協議し、
ミニッツに取りまとめ、署
名・交換した。
・左記を確認し、ミニッツに
記載した。
・左記（4）については、フィ
リピン側と協議の結果、以
下のとおり、今後 2 年間
（1999 ～ 2000 年）の研修
コース運営計画に必要な最
低限の機材の更新および機
能拡張計画（約2300 万円相
当）が提出された。
1）1999 年
a）UNIX サーバー 2 台
b）マルチメディアプロジェクト1 台
c）ネットワークケーブリング1 セット
2）2000 年
a）ソフトウェア（オラクル）1 セット
b）PC16 台
c）ソフトウェア（マイクロソフト3 種）

　　　　　各 16 ライセンス
・上記計画では、1）a）の1 台
以外はフィリピン側が予算
措置できる旨確認した。
・上記1）a）については、フィ
リピン側より調査団に対し
て供与の要望があったとこ
ろ、フィリピン側の自助努
力にかんがみ、供与の妥当
性を確認し、その旨ミニッ
ツに記載した。
・左記（2）に関連し、短期専
門家派遣時に実施する予定
の終了時のセミナーの計画
内容については、引き続き
プロジェクト内部で検討を
進めることとした。
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現 状 お よ び 問 題 点 調 査 ・ 協 議 結 果調査・協議項目

・日本人専門家経由でフィリピン側より、

情報処理技術者試験制度の導入にかか

る協力が要望されている。

（その他のフィリピン側要望内容の有無

については、プロジェクトに確認中）

（2）協力期間終了後

の他のスキームに

よる協力

・1999 年度よりプロジェクト

連携促進事業のスキームに

より、左記制度の導入にか

かるフィリピンおよび周辺

諸国間の情報交換、人材

ネットワークの育成への支

援を計画しており、7 月中旬

より、連携促進調査団の派

遣を検討している旨フィリ

ピン側に説明し、ミニッツ

に記載した。

・また、フィリピン側より、将

来的な要望として、NCC マ

ルチメディアリソースラー

ニングセンターの構想が紹

介されたが、調査団からは、

当面の活動内容に対応した

NCC 内部の体制固め、また、

同センターの対応すべき

ニーズの明確化が必要であ

る旨コメントした。
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第 2 章　評価結果の要約

2 － 1　協力実施の経過と投入実績

フィリピン政府は、ラモス政権下において、「フィリピン 2000」という開発計画を策定し、2000

年までに新興工業国（NIES）の仲間入りをめざしており、この計画実現の鍵となる戦略として「情

報化（情報の最大活用：Maximum use of Information）」を掲げている。また、これに呼応する形

で、1989 年に作成されたフィリピンの国家情報化計画（National Information Technology Plan:

NITP）も1993 年にNITP2000（National Information Technology Plan 2000）として改訂された。

NITP2000 は、情報技術の利用促進および情報産業の育成を通じて、フィリピン内の全セクターの

情報化を図ることをめざしているが、そのために情報処理技術（Information Technology: IT）に

携わる人材をレベルアップするための教育、トレーニングの実施を不可欠としている。

このような状況下、フィリピン政府は、1993 年 5 月、大統領府に属する国家コンピューターセ

ンター（Nat iona l  Computer  Cente r :  NCC）のなかに「フィリピンソフトウェア開発研修所

（Philippine Software Development Institute: PSDI）を設立し、高度な IT を必要とする情報処理

技術者を対象に、研修コースを開設することによってフィリピンの情報処理技術者のレベルアッ

プを図ることを目的として、わが国に対しプロジェクト方式技術協力を要請してきたものである。

それに応える形で、日本政府は国際協力事業団（JICA）を通じて事前調査団、長期調査員を派遣

した後、1994 年 11 月に実施協議調査団を派遣し、討議議事録（R ／D）の署名を行った。同R ／D

に基づき、情報処理技術者を対象とした高度な情報処理教育・研修プログラムを開発するための

インストラクターなどの人材育成を目的とした 5 年間にわたる技術協力が、1995 年 1 月から開始

された。

（1）日本側投入実績（1999 年 6 月末現在）

1）専門家派遣

長期専門家延べ8 名、短期専門家延べ3 名、計11 名の専門家が派遣された。なお、プロジェ

クト終了時までにさらに 1 名の短期専門家が派遣される予定である。専門家の分野別派遣実

績（予定も含む）は表 2 － 1 のとおりである。
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3）機材供与

総額3 億 3382 万 3000 円の機材が供与された。主な供与機材は、サーバー、PC、ソフトウェ

ア、OHP、UPS、参考教材などである。

4）現地業務費

1999 年 12 月までの見積り額を含み総額 2017 万 8000 円を負担した。

5）総経費

1999 年 12 月までの見積り額を含み総額約 7 億 5000 万円を負担した。

（2）フィリピン側投入実績（1999 年 6 月末現在）

1）カウンターパート配置

カウンターパートとして、33 名が配置された。そのうち、日常的に専門家から直接技術移

転を受けるダイレクトカウンターパートは 8 名である。

2）建物と施設の供与

NCC 施設の建設のため、約 1 億 7000 万ペソ（約 5 億 3000 万円）を負担した。

3）機材のメンテナンス費

1999 年 12 月までの見積り額を含み総額 653 万ペソ（約 2000 万円）を負担した。

4）ローカルコスト措置

1999 年 12 月までの見積り額を含み総額 2156 万ペソ（約 6700 万円）を負担した。

2 － 2　評価 5 項目による評価結果

（1）目標達成度

目標達成度とは、成果によってプロジェクト目標がどこまで達成されたか、あるいは達成

される見込みがあるかを検討する評価項目である。今回評価結果からは、目標達成度は高い

という結論を得た。

1）プロジェクト目標の達成状況

プロジェクトの要約の詳細において設定されたプロジェクト目標は、「高度な IT 研修コー

スおよびセミナーが PSDI によって運営・管理されること」である。
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カウンターパートは、移転された技術を活用し、当初計画された 4 研修コースに加え、研

修員の要望により合致した新規研修コースを 5 コース、独自に開発、実施できるようになっ

ている。1999 年度からは、プロモーションセミナーを通じた広報活動など、研修員増加に向

けた努力がなされている。また、研修員およびセミナーの参加者は、研修コースおよびセミ

ナーの内容およびカウンターパートの講師としての能力を評価している。研修コースやセミ

ナーに参加することにより、IT に関する知識や技能が向上したと、研修員自身が自己評価し

ている。

以上から判断すると、技術協力計画（TCP）に従って、今後、技術移転することによって、

プロジェクト目標は達成される見通しである。

2）成果の達成状況

成果とは、プロジェクト目標を達成するために実現しなければいけない複数のことがら、

と定義されている。プロジェクトの要約の詳細において、設定された 4 つの成果の達成度は

以下のとおりである。

a）成果 0　「PSDI の運営管理システムが構築される」の達成状況

PSDI 内部に運営管理グループが形成され、運営管理体制が整備された。カウンターパー

トも責任をもって業務を実施しており、自発的に運営管理されている。現長官就任後、日

本人専門家と長官との間でミーティングが開催されるようになったほか、カウンターパー

トと専門家との間で毎週定例ミーティングが開催されている。これらのミーティングでは、

プロジェクトの運営管理上の問題が協議され、問題の改善につながった。また、PSDI

ニュースレターの発行や、ホームページの開設、プロモーションセミナーの開催など、プ

ロジェクトの広報活動も展開されている。

以上より、成果 0 はおおむね達成されたと判断されるが、順調な運営管理のために、さ

らなる人員増加が望ましいほか、職員間の情報の共有化など、改善の余地は残されている。

b）成果 1　「必要な機材が整備され、適切に使用、維持管理される」の達成状況

研修を進めていくうえで十分な数量、仕様の機材が 4 教室に設置され、適切に使用され

ている。新規ハードウェア、ソフトウェア導入のためのスタッフ研修のほか、機材運営管

理グループによって、機材の運営管理は良好に行われている。また、ベンダーとの有償の

メンテナンス契約により、機材の定期点検および障害対応がなされており、契約先との定

期的なミーティングも実施されている。

以上より、成果 1 はおおむね達成されたと判断される。
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c）成果 2　「カウンターパートの技術能力が向上する」の達成状況

専門家の評価によれば、当初に設定された技術移転項目のほとんどについて、カウンター

パートは自力で実施できる能力を身につけている。また、残された技術移転項目について

も、オンザジョブ・トレーニング（OJT）やスタッフ研修の実施により、プロジェクト終了

までに完了する予定である。カウンターパートが独自に高度な IT 研修コースを開発でき

ることは、1999 年度の新規 5 コースの開発・実施によって確認されている。さらに、研修

員のコース評価においても、カウンターパートの研修コース実施能力は評価されている。

以上から、カウンターパートの技術能力は、研修コースの開発、改訂を行うには十分な

レベルに達しているといえる。また、カウンターパートが自力でコースを開発できるとい

う自信をもったことも意義が大きい。したがって、成果 2 はおおむね達成されたと判断さ

れる。

d）成果 3　「高度な研修コースおよびセミナーが実施される」の達成状況

当初 4 研修コースの開発が予定されていたが、1999 年 6 月末、9 研修コースが開発され

ており、それらの研修コースで使用することを目的として、13 種類の教材が開発された。

1999 年 6 月末、7 研修コースが実施されており、1999 年 12 月末までに 9 研修コースが実

施される予定である（研修員数は延べ 284 名である）。また、セミナーは計 3 回実施され、

延べ 163 名が参加した。

以上から、成果 3 はおおむね達成されたと判断される。

（2）実施の効率性

効率性とは、プロジェクト実施過程における生産性のことであり、投入が成果にどのよう

にどれだけ転換されたかを検討する。各成果の達成度およびそれに対する投入の手段、方法、

時期／期間、費用の適切度を検討した結果、プロジェクト実施の効率性は高いという結論を

得た。投入カテゴリーごとの妥当性の分析は以下のとおりである。

1）日本側投入の妥当性

a）専門家派遣の妥当性

日本側長期専門家の派遣人数、専門分野、派遣時期は適切であった。

短期専門家については、プロジェクト後半期には情報技術の進歩のスピードが早まった

ため、派遣回数を増やし、そのときの最新技術に合わせて派遣することが望ましかったと

の意見が出された。

長期専門家および短期専門家の専門分野に関する能力は十分であった。また、高度な IT
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研修をゼロから立ち上げたことを考慮すると、5 年間の協力期間は適切であった。

b）供与機材の妥当性

日本側供与機材は、機種、数量ともに成果達成のために必要かつ十分なものであった。ま

た、調達方法についても、メンテナンスおよび価格を考慮し、現地調達されたことは適切

であった。ただし、フィリピンの流通システム上の問題により、納期が遅れることがあり、

研修コースの開発スケジュールに影響を及ぼすこともあった。

c）研修員受入れの妥当性

研修員の受入れは計画どおり実施され、プロジェクトの成果の達成に貢献した。研修に

参加したカウンターパートは帰国後、PSDI の中核メンバーとして活躍している。すでに

派遣されたカウンターパートの半数は、すでにNCC を離職しているが、なかには離職後も

研修コースの非常勤講師を務めるなど、プロジェクトに協力しているカウンターパートも

いる。

2）フィリピン側投入の妥当性

a）カウンターパート配置の妥当性

技術移転の対象となっているダイレクトカウンターパートの人数は十分でなかった。ま

た、高い離職率や頻繁な配置転換により、恒常的に人員が不足している。カウンターパー

トは全員、他の業務を兼務しており、一部のカウンターパートの業務が集中する傾向があっ

た。そのため、効率的な技術移転には工夫を要した。

b）機材のメンテナンスの妥当性

1997 年からベンダーとの有償のメンテナンス契約を締結し、定期点検および障害対応が

実施されており、そのための予算措置もとられている。

c）支援体制の妥当性

合同調整委員会は、調査団の派遣の機会をとらえて開催されており、プロジェクトの進

捗や今後のプロジェクトの進め方について確認を行った。国内委員会事務局である財団法

人国際情報化協力センター（CICC）からは随時、参考資料などの提供や、プロジェクトで

開発した教材に対する助言やコメントを受けた。日本における国内委員会からも適切な助

言や情報提供を受け、プロジェクトの活動に活かされた。
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d）他機関との連携の妥当性

PSA （Philippine Software Association）やPCS（Philippine Computer Society）、大学

からは、新コース立ち上げに関する助言が得られた。また、研修コースに対する非常勤講

師が大学から派遣されている。NCC としては、今後さらに大学や関連機関との連携を強化

する予定である。

（3）効果

効果とは、プロジェクトが実施されたことにより生じる直接的、間接的な正負の効果のこ

とである。計画当初に意図された効果および意図されなかった効果を検討した結果、いくつ

かの意図されていなかったプラスの効果が得られ、または発現しつつあることが確認された。

1）直接的効果（プロジェクト目標レベルにおける効果）

プロジェクト目標レベルにおける意図されていた効果としては、プロジェクトの実施によ

り、高度なレベルの体系的かつ実践的な IT 研修コースを提供できるようになり、その知名

度が向上したことである。

プロジェクト目標レベルにおける意図されていなかった効果としては、NCI（National

Computer Institute）でも PSDI の機材が効果的に使用されたことにより、実践的な研修コー

スが提供されるようになったことである。また、現長官就任後に活発化された他機関との交

流を通じて、地方での研修コースや特定の機関向けの研修コースが計画・実施されており、

今後さらなる展開が期待できる。

2）間接的効果（上位目標レベルにおける効果）

PSDI の元研修員に対するインタビューの結果、PSDI の元研修員は研修で得られた知識を

活用し、所属先において研修コース実施のための教材開発や、アプリケーションシステムの

開発、職員向けの研修セミナーなどを実施しているとの意見が得られた。元研修員が PSDI

の研修コースで得た知識を活かし、政府機関の情報化を促進することによって、政府機関の

業務が効率化され、公共サービスの向上につながることが期待されている。

また、プロジェクトで供与された機材を活用し、実践的な研修を行えることになったため、

NCI の研修員数が増加し、将来的にはコンピューターリテラシーの拡大に貢献するものと期

待される。

（4）計画の妥当性

妥当性とは、プロジェクト目標および上位目標が評価時においても目標として意味がある
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か否かをみる評価項目である。今回評価結果からは、プロジェクトの妥当性は高いという結

論を得た。

1）上位目標の妥当性

フィリピン政府が推進する「NITP2000」においては、情報技術の利用促進および情報産業

の育成を通じて、国内の全セクターの情報化を図ることをめざしており、なかでも人材育成

に重点を置いている。また、現エストラーダ政権においても、IT の振興は引き続き重要政策

のひとつとして位置づけられている。したがって、「フィリピンの IT 産業、特に IT 要員が振

興（育成）される」という本プロジェクトの上位目標は、政府の政策と整合している。

また、産業界は、官民の IT 要員の育成は、長期的に IT 産業の振興に貢献すると期待して

いる。したがって、上位目標は、IT 関連企業のニーズにも整合している。

2）プロジェクト目標の妥当性

「NITP2000」は、IT に携わる人材育成に重点を置いている。また、NCC は、「NITP2000」

を推進する国家 IT 評議会（National Information Technology Council: NITC）の事務局と

なっている。したがって、「PSDI が高度な IT 研修コースおよびセミナーを運営管理する」と

いう本プロジェクトの目標は国家政策に合致しているといえる。

また、G－WISH（Government Wide Information Super Highway:電子政府の実現）推進

のためには、政府機関における高度なレベルの IT 要員の育成が不可欠であることから、政

府機関の PSDI の研修コースに対するニーズは高い。さらに、民間企業においても、高度な

研修コースの需要があり、PSDI が提供する研修コースは、民間企業の IT 要員の育成ニーズ

にも合致している。

3）プロジェクトデザインの妥当性

当初計画されていた 4 研修はすでに実施されている。さらに、カウンターパートが独自に

5 コースを開発・実施（うち 2 コースは今後実施予定）したことから、カウンターパートの技

術が向上したことも確認されており、計画は妥当であったと思われる。

（5）自立発展性

自立発展性とは、わが国の協力が終了した後も、プロジェクト実施による便益が持続され

るかどうかを、プロジェクトの自立度を中心に検討する評価項目である。今回、組織的側面、

財政的側面および技術的側面から本プロジェクトの自立発展性を検討した結果、全体的には

ほぼ満足できるレベルに達しているとの結論を得た。
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1）組織的側面

1998 年 10 月に発表された大統領令（Executive Order）34 セクション2 により、NCC には

大統領府直轄の庁（an Executive Agency under the Office of the President）として、GII

（an Integrated Government Information Infrastructure、現G－ WISH）の設計・構築を含む

IT 関連の機能・権限が付与された。また、大統領令 34 のセクション 3 において、NCC は

「NITP2000」および IT21（IT Action for the 21st Century）の推進機関であるNITC の事務

局であることが明記されている。さらに、大統領令 34 のセクション 4 において、NCC 長官

の職位は省の局長級から次官級へ格上げされている。以上より、NCC は今後も政府機関に対

して IT サービスを提供する役割を担っており、いっそうその役割は強化されている。

また、NCC においては、高度な研修コースを継続するための運営管理システムが構築され

ている。さらに、現長官就任後、外部の関連機関の個別ニーズに対応するため、これらの機

関との連携を強化しつつある。したがって、NCC の組織的自立発展性は高いといえる。

2）財政的側面

プロジェクト運営管理および機材の維持管理上必要な予算は適切に手当てされてきている。

また、1999 年は、1998 年からの繰越し予算に加え、PSDI およびNCI の研修受講料を用いて

必要な予算手当てがなされており、プロジェクト終了後に向けた体制づくりが行われている。

機材の維持管理について、有償のメンテナンス契約に必要な予算を適切に措置しており、

今後とも継続的に確保できる見込みである。また、NCC は、1999 年および 2000 年の 2 年間

について、研修コースの計画、開発および改訂に最低限必要な機材のアップグレード計画を

策定している。

機材購入提案リスト上の各機材は、1999 年分については、UNIX サーバー 2 台、マルチメ

ディアプロジェクト 1 台、ネットワークケーブリング、2000 年分については、Oracle Enter-

prise 8i 1 セット、PC16 台、MS Visual Studio およびMS Office 2000 が各 16 ライセンス

（うち1 セットはフルパッケージ）、MS Project 98 または latest が 16 ライセンス（うち1 セッ

トはフルパッケージ）である。

これらの各機材は、既存の研修コースの改訂計画および新規コース開発計画に合致してお

り、妥当なものである。1999 年分については、日本側が一部機材を支援する必要があるもの

の、それ以外については予算措置がなされる見込みである。なお、中長期的には、NCC は、

IT の発展動向などに基づき、機材のアップグレード計画を引き続き見直していく必要がある。

3）技術的側面

カウンターパートは、自力で研修コースの計画、開発、実施、評価を行うことができてい
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る。また、カウンターパートは、研修コース実施に必要な施設・機材の維持管理技術を身に

つけており、機材のアップグレード計画を作成し、これに対応する技術も身につけている。

カウンターパートの人数は慢性的に不足しているため、今後の事業展開のためには、人員

増を図る必要がある。現長官就任後、G―WISH の実現のため、NCC において頻繁に組織改革

が行われているが、技術移転された元カウンターパートが NCC 内に広く配置されており、

PSDI の活動を側面から支援している。すでに離職したカウンターパートが PSDI の非常勤講

師を務めている例もあり、今後も離職したカウンターパートなど、外部の人材のネットワー

クを積極的に強化していく必要がある。
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第 3 章　評価結果の総括

3 － 1　結論

本プロジェクトにおいては、投入は効率的に実行され、期待された成果はほぼ達成された。い

くつかの阻害要因はみられるものの、プロジェクト終了時までにプロジェクト目標は達成される

見通しである。

今後、実施機関である NCC において、高度なレベルの体系的かつ実践的な IT 研修が引き続き

強化、発展されると期待される。

結論として、プロジェクトは成功であったといえる。

3 － 2　今後の協力のあり方

記述のとおり、本プロジェクトは、残り協力期間内に所期の目標をおおむね達成する見込みで

あり、今回の評価調査結果を受け、本プロジェクトは予定どおり終了する旨協議議事録（M ／D）

に記載した。

JICA は、情報処理技術者試験をテーマに、NCC とアジアの周辺諸国のコンピューター研修およ

び情報処理試験機関との情報交換、人的ネットワークの構築を目的として、1999 年および 2000 年

の 2 カ年にかけて、プロジェクト連携促進事業の実施を検討しており、1999 年 10 月中旬に NCC

におけるセミナーおよびワークショップの開催を予定している。7 月 18 日より、本件にかかる協

議のため連携促進調査団を派遣することとなっているが、これに先立ち、NCC に対し、連携促進

事業の主旨、目的について説明するとともに、業務手順やNCC と JICA 本部、事務所間の役割分

担など、セミナー、ワークショップの開催にかかるロジスティックスについて、工業標準化ワー

クショップの事例などを紹介し、フィリピン側の理解の促進を図った。

なお、NCC 側からは、日本側評価チームに対し、将来に向けたプロポーザルとして、NCC マル

チメディアリソースラーニングセンターの構想が紹介された。同構想では、政府機関、教育機関

などを対象とするマルチメディア施設として、研修訓練、マルチメディア制作サービス、リソー

ス提供サービスを行うことを想定している。

NCC としては、JICA からの技術協力への要望が出されたが、評価チームからは、現段階では

PSDI 研修コースが軌道に乗ったところであり、人員の補充など、内部の体制固めを最重視すべき

と考えることと、また、マルチメディア研修については、高度なレベルの制作技術研修のニーズ

は制作プロダクション企業など、きわめて一部に限られており、むしろ、一般への啓蒙普及のレ

ベルであれば、現在実施中のマルチメディア研修の継続で十分であることなどをコメントした。

なお、マルチメディア技術は、教育・普及などの手段として活用されるものであり、本分野へ
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の協力取り組みについては、フィリピンにおけるこれらの手段としての普及ニーズについて、今

後見守っていく必要がある。

3 － 3　提言と教訓

（1）提言

フィリピンの近年の経済危機を考慮すると、政府機関の財政状況は厳しさを増していくと

考えられる。また、IT21 およびG―WISH の推進に伴い、政府機関における IT 要員の育成に

おけるNCC の役割は増大している。このような状況では、NCC は戦略的に人材登用を行い、

かつ研修手法を技術革新することにより、PSDI の研修コースの維持・強化を図り、その技術

的能力を高めていく必要がある。そうした観点から、PSDI による IT 研修コースの将来的な

発展のために、NCC に対する提言として以下のとおり取りまとめ合同評価報告書に記載した。

1）短期的提言

a）ニーズに沿った研修コースの強化が必要である。具体的には、①政府機関、教育機関、関

連団体などとの関係を深め、各機関に合ったサービスを提供し、PSDI が個々の IT ニーズ、

特にG―WISH に基づいたニーズによりよく対応できるようにすること、②情報収集を通じ

て IT 分野の技術動向およびニーズを把握し、PSDI 研修サービスの強化に反映させること、

③対象受益者とのコミュニケーションを強化し、PSDI が受益者独自の研修ニーズを把握す

ることが必要である。

b）PSDI 研修コースのマーケティング努力の強化が必要である。具体的には、①研修コース

への参加者の増加のため、プロモーションセミナーのような PSDI からの積極的な広報活

動を強化すること、② PSDI ホームページや PSDI ニュースレターをはじめとする出版物を

通じ、PSDI の存在を広報すること、ならびに、NCC のあらゆる出版物においてPSDI のイ

ンターネットアドレスを掲載して一般に周知させることが必要である。

c）カウンターパートどうしの情報交換を確実に行い、妥当性の高い研修コース計画の策定、

政府予算や他の資金源による必要経費の確保、および機材の保守・アップグレードについ

て協力して取り組めるようにすることが必要である。

d）残存協力期間における日本人専門家の専門性の最大限の活用が必要である。具体的には、

機材のアップグレード計画策定、フィリピン国内の IT 研修講師登録システムの制度化、政

府内の体系的なニーズ調査の実施、最新の IT の動向把握のための情報アクセスの確保など

に際し、専門家とカウンターパートのコミュニケーションを活性化することが必要である。

e）NCC が IT 教育の国際的動向を継続的に把握し、アジア地域の IT 情報交換の拠点となる

ため、アジア諸国の IT 研修機関や検定試験機関を結ぶ人的ネットワークを構築することが
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必要である。

2）中長期的提言

a）NCC の技術的能力の維持・強化が必要である。具体的には、① IT 研修スタッフを増員

すること、②元カウンターパート、元 PSDI ／ NCI 研修員、大学教授など、フィリピン国

内の IT 講師とのネットワークを構築することにより、IT 講師の人材プール（供給源）を強

化することが必要である。

b）PSDI による高度なレベルの IT 研修のより広範囲な機会の提供が必要である。具体的に

は、①PSDI 研修サービスの地方拠点教室を設置するため、政府・教育機関・民間機関・NGO

との連携を促進すること、② WBT（Web Based  Tra in ing）、CBT（Computer  Based

Training）を含む TBT（Technology Based Training）といった革新的な研修手法を研究

することが必要である。

c）研修受講料収入、融資、国会からの支援金（congressional insertions）、大統領緊急基金

（presidentis contingency fund）、政府交付金、公的および民間機関からの寄付金など、

PSDI の財源の多様化および拡大を図ることが必要である。

（2）教訓

類似プロジェクトの実施に向けてフィードバックすべき事項として、以下のとおり取りま

とめた。

1）一般的教訓

a）プロジェクトの範囲、内容および進捗度合いを図る手法について共通理解を確保するた

めに、日本人専門家およびカウンターパートは定期的に PDM を見直し・改訂していくべ

きである。

b）（モニタリング・評価のための）信頼性の高いデータ／指標を確実に収集できるように、

PDM 作成の初期の時点で、データ収集の手段やフォーマットが確立されていることが必要

である。

c）プロジェクトの実績を示す指標は終了時評価時ではなく、プロジェクトの進捗に従って

定期的／年度ごとに収集されるべきである。

2）IT 分野プロジェクトにかかる教訓

a）近年の IT の技術動向を考慮すると、特定の技術指導のニーズの増大に対応するためには、

より多くの短期専門家が技術移転の主たる担い手として派遣されるべきである。一方、長

期専門家は技術移転の全体計画および実施管理のための調整業務を担うことが期待される。
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b）IT 研修施設の整備については、研修コースの改善にできるだけ柔軟に対応するため、ま

た、技術の陳腐化を最小限とするために、段階的に実施されるべきである。

c）ハードウェアおよびソフトウェアの詳細な仕様は、プロジェクトが必要とする範囲で市

場における最新の仕様に対応できるように、それぞれのハードウェア／ソフトウェアを調

達する段階で決定されるべきである。一方で、R ／D 協議時などの段階の合意においては、

あくまで移転技術の内容を示すものとして考えるべきである。
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第 4 章　調査団所見

4 － 1　調査・協議結果

（1）終了時評価の実施

1）調査団は、フィリピン側の実施機関である国立コンピューターセンター（NCC）との確認

協議、PSDI 研修コースの元研修員や所属先、および他の関係機関に対するアンケート調査・

面談などを行い、評価 5 項目に基づき、実施効率性、目標達成度、効果、計画の妥当性、自

立発展性について評価分析を行った。評価結果については、鉱工業開発協力部鉱工業開発協

力第一課桑島京子課長を団長とする日本側評価チームと、NCC ／国立コンピューター研修所

（NCI）トパシオ所長を団長とするフィリピン側評価チームとの協議に基づき、合同評価調査

報告書に取りまとめた。

2）本調査を通じ、本プロジェクトが日本・フィリピン双方の関係者の協力と努力のもとに成

功裏に進捗してきたことが確認できた。特に、カウンターパートは、移転された技術を活用

し、当初計画された 4 コースに加え、独自に情報処理技術（IT）研修コースを 5 コース開発

実施できるようになるとともに、本プロジェクトにより、NCC が高度なレベルの体系的・包

括的、かつ実践的な IT 研修を実施できる唯一の研修機関として、PSDI 研修の知名度をあげ

たことが確認できた。

3）評価調査の結論としては、本プロジェクトにおいては、投入は適切になされており、期待

された成果はほぼ達成された。プロジェクト目標についても、一部の阻害要因があったもの

の、協力期間終了までに達成される見込みである。また、プロジェクト終了後も、実施機関

においては、高度なレベルの体系的かつ実践的な IT 研修サービスが継続・発展するものと

期待される。したがって、本プロジェクトは成功であるといえる。

4）評価調査結果の要約、評価 5 項目ごとの結果の詳細については、第 3 章および資料 1「プロ

ジェクト方式技術協力終了時評価調査表」、資料 2「合同評価報告書」のとおりである。

（2）合同調整委員会の開催

7 月 13 日、本プロジェクトの合同調整委員会を開催し、合同評価調査報告書（資料 2 参照）

の内容について確認するとともに、プロジェクト終了時までの投入計画、その他の活動につ

いて確認および意見交換を行い、結果をミニッツに取りまとめ、日本側桑島調査団長および
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NCC セニェレス長官との間で、署名・確認を行った。

（3）本プロジェクト終了時までの投入計画

NCC ／ NCI トパシオ所長との間で意見交換を行った結果は次のとおりである。

1）5 名の長期専門家の派遣期間

現在派遣中の 5 名の長期専門家については、以下 a）～ e）のとおりの派遣期間とする。

a）チーフアドバイザー： 1999 年 12 月 22 日まで

b）業務調整員： 1999 年 12 月 22 日まで

c）IT カリキュラム設計開発： 1999 年 12 月 22 日まで

d）コンピューターネットワーク： 1999 年 8 月 31 日まで

e）オープンシステム（データベース設計管理）： 1999 年 8 月 21 日まで

2）短期専門家

下記 5）に記載の終了時セミナー講師として、マルチメディアなど IT の最新技術をカバー

する短期専門家 1 名の派遣を行う。

3）研修員受入

以下 a）～ c）の分野で、計 3 名を受け入れる。

a）情報処理部門管理者

b）ネットワーク技術者

c）情報処理技術インストラクター

4）機材供与

合同評価調査報告書（資料 2 参照）に記載のとおり、NCC 側は、研修コースの実施、新規

開発などに合わせて必要最低限の機材のリプレース（約 2200 万円相当）について、1999 年

および 2000 年の 2 カ年のアップグレード計画を策定しており、必要予算を手当てする予定

である。このため、フィリピン側の自助努力への支援の一環として、同計画のなかでフィリ

ピン側が1999 年度の予算で対応することの困難なUNIX サーバー 1 台（約 330 万円相当）の

調達について、本プロジェクトのなかで日本側から供与することとした。

5）終了時セミナー

プロジェクトとしては、11 月中下旬に終了時セミナーの実施を予定しており、マルティメ

ディアなどの最新の IT 動向のなかからテーマを検討する。
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（4）その他

1）プロジェクト連携促進事業：JICA は、情報処理技術者試験をテーマに、NCC とアジアの周

辺諸国のコンピューター研修および情報処理試験期間との情報交換、人的ネットワークの構

築を目的として、1999 年および 2000 年の 2 カ年にかけて、連携促進事業の実施を検討して

おり、1999 年 10 月中旬にNCC におけるセミナーおよびワークショップの開催を予定してい

る。7 月 18 日より、本件にかかる協議のため連携促進調査団を派遣することとなっているが、

これに先立ち、NCC に対し、連携促進事業の主旨、目的について説明するとともに、業務手

順やNCC と JICA 本部、事務所間の役割分担など、セミナー、ワークショップの開催にかか

るロジスティックスについて、工業標準化ワークショップの事例などを紹介し、フィリピン

側の理解の促進を図った。

2）なお、NCC 側からは、日本側評価チームに対し、将来に向けたプロポーザルとして、NCC

マルチメディアリソースラーニングセンターの構想が紹介された。同構想では、政府機関、教

育機関などを対象とするマルチメディア施設として、研修訓練、マルチメディア制作サービ

ス、リソース提供サービスを行うことを想定している。NCC としては、JICA からの技術協

力への要望が出されたが、評価チームからは、現段階では PSDI 研修コースが軌道に乗った

ところであり、人員の補充など、内部の体制固めを最重視すべきと考えることと、また、マ

ルチメディア研修については、高度なレベルの制作技術研修のニーズは制作プロダクション

企業など、きわめて一部に限られており、むしろ、一般への啓蒙普及のレベルであれば、現

在実施中のマルチメディア研修の継続で十分であることなどをコメントした。なお、マルチ

メディア技術は、教育・普及などの手段として活用されるものであり、本分野への協力取り

組みについては、フィリピンにおけるこれらの手段としての普及ニーズについて、今後見守っ

ていく必要がある。

4 － 2　調査団所見（留意事項）

（1）NCC は、最近の一連の大統領令（Execut ive  Order）に基づき、情報化の促進をめざす

NITC2000 や、アクションアジェンダとしての IT21 などの国家政策、また、G―WISH（電子政

府の実現）推進計画の推進母体と規定されるなど、IT 振興における役割がますます大きくなっ

ている。そのため、NCC 職員のモチベーションは向上しており、意欲的に業務に取り組んで

いる姿勢がうかがえた。一方で、そもそも恒常的に技術者の人数が不足しているなかで、NCC

内の組織改革もあり、職員、特に管理職クラスにおける業務の負担が増大している。NCC 長

官によれば、近く、他省庁（DTI）の出向者を受け入れる予定とのことであり、人員不足の問

題が多少なりとも改善するのみならず、その出向者から所属先への普及効果も期待できるも
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のとして、今後の動きに注目したい。

（2）本プロジェクトは、終了時評価の結果、予定どおり1999 年 12 月に終了することとなったが、

残る 6 カ月間弱の協力期間において、多くの活動が計画されている。たとえば、全 9 研修コー

スについて計 10 回の実施が予定されており、そのなかには、開発後初めて実施されるものや

初めて地方で実施されるものも含まれる。さらに、研修コースに加えて終了時セミナーの開

催も予定されている。

ついては、今後 6 カ月間で、ますます成果が蓄積されていくものと思われることから、本終

了時評価調査の結果を裏づける意味でも、本プロジェクト終了にあたっては、この成果をさ

らに記録に取りまとめ、合同調整委員会の場で確認するなど、現地主導で総括することが肝

要と考えられる。

（3）今後、現地専門家におかれては、終了時セミナーの企画立案、同セミナー向けに派遣する短

期専門家の T ／ R 検討、さらには本調査の結果、日本側から供与することとしたUNIX サー

バーの仕様選定・調達申請など、早急なアクションをお願いしたい。

（4）なお、フィリピン国内のプロジェクト間の連携の観点から、NCC が実施するNCI およびPSDI

双方の研修コースを他プロジェクトなどで活用することが望ましく、この活用により、NCC の

研修事業の普及効果が高まり、また、NCC と各種機関とのネットワーク構築が促進されると

考えられる。すでに、現地専門家により、月例の調整員会議の場でNCC の研修コースが宣伝

されているとともに、エイズ対策プロジェクトとのコンタクトが行われ、近く同プロジェク

トの実施機関である保健省向けの研修コースを実施する計画が進められているが、今後とも

このような活動を継続、発展していただきたい。
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